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66月月定例会で可決された意見書定例会で可決された意見書

　経済の好循環を確かなものにするためには、ＧＤＰの６０％を占める個人消費の拡
大に向け、賃金の引き上げを、全ての労働者に適用される最低賃金にも波及させる
ことが必要である。その実現に当たっては、「中小企業・小規模事業者への支援策
に対する活用実績等の見える化を図り、各施策の実効性を高めること」「公正な取
引関係の確立に向け、為替変動・資材高騰・物価上昇などに伴うコスト増などに対
し、価格転嫁を阻害する行為への適切な指導、監視体制の強化」など、継続した取
り組みが求められている。加えて、昨年３月２８日「働き方改革実現会議」で決定さ
れた「働き方改革実行計画」の取り組みと連動させ、さらなる取引条件の改善とと
もに、賃金引き上げと労働生産性向上を実現していくことが必要である。
　よって、国においては、平成３０年度の神奈川県最低賃金の諮問・改定に当たり、
次の事項を実現するよう強く要望する。
１　経済の好循環の実現のため、早期に神奈川県最低賃金の諮問・改定を行うこと。
２　最低賃金引き上げに伴う中小企業・小規模事業者への支援を強化すること。
（１）国として実施している各施策における神奈川県での活用実績等、取り組み

成果の見える化を図り、実効性を高めること。
（２）公正な取引関係の確立に向け、為替変動・資材高騰・物価上昇などに伴う

コスト増に対し、価格転嫁を阻害する行為への適切な指導、監視体制の強
化を図ること。

３　「働き方改革実行計画」の取り組みと連動させ、さらなる取引条件の改善とと
もに、賃金引き上げと労働生産性向上を図ること。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
　　平成３０年６月２１日

綾瀬市議会議長　武　藤　俊　宏　

　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　厚生労働大臣
　神奈川労働局長　　あて

神奈川県最低賃金改定等についての意見書

「「ああややせせ市市議議会会だだよよりり」」はは、、直直接接おお届届けけししてていいまますす
　あやせ市議会だよりは、市シルバー人材センターの会員が配布し
ています。
　お手元に届かない場合は、同センター（1０４６７－７０－３０８８）へご
連絡ください。

次号は、平成３０年１１月１５日発行です。

各常任委員会の所管事項
　多岐にわたる行政の事務を能率的に調査・審議するため、委員会
を所管ごとに設けています。

所　管　事　項定数区　　分

市長室、経営企画部、総務部、会計課、議会、
監査委員、選挙管理委員会、固定資産評価審査
委員会及び教育委員会の所管する事項並びに他
の常任委員会の所管に属さない事項

６総 務 教 育
常任委員会

福祉部、福祉事務所、市民環境部、健康こども
部、消防本部及び消防署の所管に属する事項

７市 民 福 祉
常任委員会

産業振興部、都市部、土木部及び農業委員会の
所管に属する事項

７経 済 建 設
常任委員会

各委員会などの構成一覧 ��� ◎委員長　○副委員長

平成３０年５月９日現在

氏　　　　　　　　名定数区　　分

　武藤　俊宏１議 長

　比留川政彦１副 議 長

　松澤　堅二１議 会 選 出
監 査 委 員

◎橘川　佳彦　○松澤　堅二　　古市　　正
　笠間　　昇　　比留川政彦　　井上　賢二
　松本　春男　　増田淳一郎

８議 会 運 営
委 員 会

◎古市　　正　○内山　恵子　　越川　好昭
　橘川　佳彦　　佐竹　百里　　比留川政彦６総 務 教 育

常任委員会

◎笠間　　昇　○上田　博之　　金江　大志
　畑井　陽子　　井上　賢二　　安藤多惠子
　青�　　愼

７市 民 福 祉
常任委員会

◎増田淳一郎　○二見　　昇　　齊藤　慶吾
　三谷　小鶴　　武藤　俊宏　　松本　春男
　松澤　堅二

７経 済 建 設
常任委員会

◎橘川　佳彦　○井上　賢二　　齊藤　慶吾
　越川　好昭　　三谷　小鶴　　笠間　　昇
　松本　春男　　増田淳一郎　　青�　　愼

９基 地 対 策
特別委員会

◎安藤多惠子　○齊藤　慶吾　　古市　　正
　畑井　陽子　　上田　博之　　青�　　愼
　松澤　堅二

７議会報編集
委 員 会

　金江　大志　　佐竹　百里　　井上　賢二
　松本　春男　　武藤　俊宏５

高 座 清 掃
施 設 組 合
議 会 議 員

　橘川　佳彦　　松澤　堅二　　武藤　俊宏３
広 域 大 和
斎 場 組 合
議 会 議 員

請 願 ・ 陳 情 の 審 査 結 果
審 査 日
結 果

件　　　　　　名付託委員会

平成３０年６月８日
不 採 択 と
す べ き も の

「所得税法第５６条廃止の意見書を国
に提出することを求める」請願書

総 務 教 育
平成３０年６月８日
不 採 択 と
す べ き も の

国に対し「消費税増税中止を求める
意見書」の提出を求める請願書

平成３０年６月７日
趣 旨 了 承

神奈川県最低賃金改定等についての
陳情

経 済 建 設

市市市市市市市市市市市市市議議議議議議議議議議議議議会会会会会会会会会会会会会へへへへへへへへへへへへへののののののののののののの請請請請請請請請請請請請請願願願願願願願願願願願願願ややややややややややややや陳陳陳陳陳陳陳陳陳陳陳陳陳情情情情情情情情情情情情情
◆どなたでも提出できます
　市民の皆さんは、身近で困っている問題について市議会にその実
情を訴えることができます。これを請願や陳情といいます。
◆提出には、次のことに注意してください
・書式は≪例≫を参考に、日本語で簡潔にまとめてください。内容
が２件以上にわたるときは、１件ごとに提出してください。

・請願（陳情）者が複数の場合は、代表者を決めてください。
・請願（陳情）は、必ず議会事務局へ持参してください。
・定例会初日前３日（土 ･日曜日、休日を除く）までに提出してく
ださい。郵送の場合は、請願（陳情）として受け付けることはで
きませんが、要望書として全議員に配
付します。

・請願（陳情）者の住所・氏名は一般に
公開されますので、あらかじめご了承
ください。
※請願には１人以上の紹介議員が必要で
すが、陳情には必要ありません。請願
と陳情の違いなど詳しくは事務局に問
い合わせてください。
※請願（陳情）者が数人連署する場合は
全員の氏名、住所、押印をお願いいた
します。

《例》

○○○に関する請願（陳情） 

平成　年　月　日 

綾瀬市議会議長　 
○ ○ ○ ○ 　殿 

紹介議員　 
　（署名または記名押印） 

請願（陳情）者 
　　　　住所 
　　　　氏名　○○○○　印 

趣旨 

理由 


